
大村市児童家庭相談管理システム
導入業務委託
公募型プロポーザル実施要領
令和５年度

大村市こども未来部こども家庭課
１　件名、業務内容及び履行期間

	(1) 件名
	大村市児童家庭相談管理システム導入業務委託

	(2) 業務内容
	児童記録及び支援経過記録のデータベース化、国の要保護児童等に関する情報共有システムとのデータ連携等に対応する児童家庭相談管理システムの導入、保守その他の支援に関する業務を行う（詳細については、大村市児童家庭相談管理システム導入業務委託仕様書（以下「仕様書」という。）に記載のとおり。）。

	(3) 履行期間
	令和５年１２月１３日（水）から令和６年２月２９日（木）まで


２　委託料上限額

　　５，２９６，０００円（消費税及び地方消費税含む。）

　※提案金額が上限額を超過した場合は、失格とする。
　

３　特定方法 
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１項第２号の規定に基づく随意契約を前提とした公募型プロポーザル方式により、受託候補者を特定する。
４　参加資格要件

本プロポーザルに参加することができる者は、法人その他の団体（以下「法人等」という。）であって、９に記載する参加表明書（添付書類を含む。以下同じ。）の提出の時点において、次の各号に掲げる要件を全て満たし、かつ、本プロポーザルの参加資格の確認結果を通知する書面（以下「確認通知書」という。）で参加資格がある旨の確認を受けたものとする。なお、複数の法人等による共同企業体での参加は認めない。

(1) 地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。

(2) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開始の申立てがなされている者（更生計画の認可の決定を受けた者及び再生計画の認可の決定を受けた者を除く。）でないこと。

(3) 会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条若しくは第６４４条の規定による清算の開始又は破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条第１項若しくは第１９条第１項若しくは第２項の規定による破産手続開始の申立てがなされていない者であること。
(4) 過去６か月以内に、手形交換所で不渡手形若しくは不渡小切手を出した事実又は銀行その他の主要取引先からの取引停止等を受けた事実がない者であること。

(5) 消費税及び地方消費税並びに本市市税の滞納がない者であること。

(6) 大村市入札参加資格者指名停止措置要領の規定による指名停止の措置（以下「指名停止措置」という。）及び国又は他の地方公共団体から同様の措置を受けていない者であること。

(7) 次のアからオまでのいずれにも該当しない者であること。

ア　参加者又は参加者の役員等（その支店又は営業所の代表者を含む。以下同じ。）が、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であり、又は暴力団員が参加者の経営に実質的に関与していること。

イ　参加者又は参加者の役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力団（暴力団員による不当な行為の　防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団　員を利用していること。　

ウ　参加者又は参加者の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与していること。

エ　参加者又は参加者の役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していること。　

オ　参加者又は参加者の役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながら、これを不正に利用するなどしていること。
(8) 令和２年４月１日以降に、他の地方公共団体への児童家庭相談管理システムの導入実績があり、滞りなく運用できていること。
５　受託候補者を特定するための審査項目及び配点 

(1) 信頼性　　　　　　　　　１５点

(2) システム性能　　　　　　４０点

(3) 構築技術　　　　　　　　１０点

(4) 保守体制　　　　　　　　２０点

(5) 費用　　　　　　　　　　１５点

　　　合計　　　　　　　　　１００点
６　発注課

大村市こども未来部こども家庭課

長崎県大村市本町４１３番地２

ＴＥＬ　０９５７－５４－９１００

ＦＡＸ　０９５７－５４－９１７４

電子メールアドレス　kodomo-katei@city.omura.nagasaki.jp
７　公募方法

大村市ホームページに大村市児童家庭相談管理システム導入業務委託に係る実施要領、仕様書等を掲載し、公募を行う。 
８　実施要領の交付の期間、場所及び方法

	(1) 期間
	令和５年９月２５日（月）から令和５年１０月２９日（日）まで

	(2) 場所及び方法
	ア　大村市ホームページからのダウンロード

大村市ホームページ　https://www.city.omura.nagasaki.jp
イ　発注課での直接交付

　　発注課で直接交付する。ただし、日曜日、土曜日及び祝日を除く日の午前９時から午後５時まで


９　参加表明書の提出の期限、場所及び方法並びに確認通知

	(1) 期限
	令和５年１０月１０日（火）　午後５時

	(2) 場所
	発注課

	(3) 方法
	持参又は郵送により提出すること。ただし、持参の場合は日曜日、土曜日及び祝日を除く日の午前９時から午後５時までに持参し、郵送の場合は(1)の期限までに必着すること。なお、参加表明書を提出する場合は、次の書類を提出すること。　
ア　公募型プロポーザル参加表明書（様式第１号）
イ　法人等概要書（様式第２号）
ウ　確約書（様式第３号）
エ　消費税及び地方消費税を滞納していないことを証明する書類
オ　大村市税納付状況確認同意書（様式第４号）
カ　返信用封筒（送付先を明記し、８４円切手を貼ったもの）
キ　令和５年度の大村市入札参加資格者名簿に登録をされていない者は、履歴事項全部証明書（登記簿謄本）又はその写し（発行後３か月以内のもの）を添付すること。　
ク　業務に必要な許可、認可等を証する書類の写し

	(4) 確認通知
	参加表明書を提出した法人等に対し、令和５年１０月１２日（木）までに公募型プロポーザル参加資格確認通知書（様式第５号）を発送する。発送状況については電子メールにて通知する。


１０　提案書等の提出の期限、場所及び方法

	(1) 期限
	令和５年１０月３０日（月）　午後５時

	(2) 場所
	発注課

	(3) 方法
	持参又は郵送により提出すること。ただし、持参の場合は日曜日、土曜日及び祝日を除く日の午前９時から午後５時までに持参し、郵送の場合は(1)の期限までに必着すること。なお、提案書等を提出する場合は、次の書類を提出すること。

（提出書類）

ア　提案書提出表紙（様式第６号）　

イ　提案書（任意様式）　

※（別紙１）児童家庭相談管理システム機能要件一覧表を含む。
※（別紙２）提案書作成要領に基づく内容であること。

ウ　見積書及び内訳書（任意様式）

※（別紙３）見積書作成要領に基づく内容であること。
※　参考として、本稼働後５年間のシステム保守料がわかる資料を提出すること。

（留意事項）

・アからウまでの書類は、それぞれ原本１部及び写し６部を提出すること。

・提案書には提案者を特定することができる会社名、ロゴマーク等は、記載しないこと。提案者を特定することができる内容が記載されていた場合は、失格とすることがある。


１１　契約書作成の要否

要

１２　実施要領に対する質問に関する事項

	(1) 期限
	令和５年１０月２０日（金）　午後５時

	(2) 方法
	質問書（様式第７号）を電子メールにより発注課に提出すること。なお、電子メールの件名を「大村市児童家庭相談管理システム導入業務委託に係る質問【法人等名】」とし、送信後、発注課がメールを受信したことを必ず電話で確認すること。 

	(3) 回答
	確認通知書で参加資格がある旨の確認を受けた者からの質問に対する回答を令和５年１０月２４日（火）午後５時までに大村市ホームページに随時掲載する。

大村市ホームページ　https://www.city.omura.nagasaki.jp


１３　審査の実施

　　提案書等に基づくプレゼンテーション及びヒアリングによる審査を実施する。
＜実施予定日、実施予定場所及び実施方法＞
	(1) 実施予定日
	令和５年１１月８日（水）

	(2) 実施予定場所
	大村市こどもセンター（長崎県大村市本町４１３番地２）

	(3) 実施方法
	ヒアリング等により提案書等の内容を審査し、審査委員会において、審査基準に基づき評価点を算出し、評価点の合計点が最も高い法人等を受託候補者として特定する。なお、ヒアリング等の実施方法は、次のとおりとする。

ア　各対象者のヒアリング等の時間は、５０分程度とし、プレゼンテーションを３０分以内、質疑応答を２０分程度とする。また、入退室の時間（準備・撤去作業を含む。）を５分程度設け、その時間は、ヒアリング等の時間に含めないこととする。

イ　ヒアリング等に出席できる者は、パソコン等の機器を操　作する者を含め、３名以内とする。

ウ　対象者は、他の対象者のヒアリング等を傍聴することは　できない。

エ　ヒアリング等は、事前に提出された提案書に基づき実施　し、提案書の差替え及び追加資料の配布は、認めない。

オ　ヒアリング等に使用するプロジェクター、スクリーン、映像出力用ケーブル（ＶＧＡ・ＨＤＭＩ）及び電源用コードリールは、発注課で準備する。それ以外の機器は、各対象者が準備する。


＜審査項目及び配点＞

	区分
	審査項目
	審査内容・基準
	配点

	信頼性
	業務実施体制

構築実績

リスク対策
	・構築から運用後の円滑な支援体制

・他団体への導入及び稼働実績

・想定されるリスクへの対策
	１５点

	システム

性能
	機能要件実装率

操作性

拡張性

セキュリティ機能
	・機能要件（別紙１）の実装率

・十分な作業負担軽減が図れるか

・将来的な他システムとの連携想定

・セキュリティ対策
	４０点

	構築技術
	既存データ移行

構築スケジュール
	・事務負担の少ない手順や方法の提案

・工程や役割分担の具体的な提示
	１０点

	保守体制
	保守実施体制

操作研修実施体制

保守費用内対応
	・トラブル発生時の迅速な対応体制

・導入時や稼働後の研修体制

・保守費用内で対応可能な範囲の提案
	２０点

	費用
	構築費用

保守費用
	・イニシャルコストは優れているか

・ランニングコストは優れているか
	１５点

	各審査委員の持ち点（１００点）を合算した値（総合計点）の６割を最低基準点とし、各審査委員の評価点を合算した値が最低基準額に満たない場合は、失格とする。

・総合計点：１００点×５人＝５００点

・最低基準点：５００点×６割＝３００点

最高得点者が２者以上の場合、審査項目のシステム性能、保守体制、信頼性、費用、構築技術の順で、得点が高い者を優先とする。

本プロポーザルに参加した者が１者であっても、本プロポーザルは成立するものとし、総合計点が最低基準点以上となった場合には、受託候補者として選定する。


１４　審査結果の通知及び公表

	(1) 通知及び公表の予定日
	令和５年１１月２４日（金）

	(2) 方法
	受託候補者として特定した法人等に対しては特定通知書（様式第９号）を、受託候補者以外の法人等に対しては非特定通知書（様式第１０号）を発送する。審査委員会による審査結果は、大村市ホームページに掲載する。
大村市ホームページ　https://www.city.omura.nagasaki.jp


１５　契約締結予定日

　　令和５年１２月１３日（水）

１６　契約手続

受託候補者として特定した法人等に対し、その提案内容について確認（提出書類に誤 った記載がないか、提案内容が確実に履行されるか等）を行うとともに、仕様、価格等について協議を行う。協議の結果、市が受託候補者を契約の相手方として適当と認めた場合、契約を締結する。ただし、受託候補者との協議が合意に至らなかった場合、市は、審査において次点となった提案者を次点受託候補者として同様の手続を行うものとする。 なお、確認作業は、受託候補者の協力の下で行うものとし、確認結果について異議を申し立てることは認めない。 

１７　その他重要事項

(1) 提案者が次のいずれかに該当する場合は、市の判断で失格とし、既に提出された提出書類は、無効とする。

ア　提出書類に虚偽の記載があった場合

イ　参加表明書の提出の日から契約を締結するまでに、参加資格要件を満たさない事実を確認した場合

ウ　公正を欠く行為があったと認められる場合

エ　その他本要領に違反する行為があると認められた場合

(2) 提出書類に虚偽の記載があった場合は、提出書類を無効とするとともに、指名停止措置を行うことがある。また、契約締結後に虚偽の内容が記載されていた事実を確認した場合は、契約を解除する場合があり、契約を解除したときは着手等により発生した費用の支払には応じない。

(3) 提出書類の作成及び提出並びにプレゼンテーションに要する費用は、全て提案者の負担とする。

(4) 提出期限までに参加表明書が提出されなかった場合及び参加資格要件を確認された旨の通知を受けなかった場合は、提案書を提出することができない。

(5) 法人等が提案した見積価格が委託料上限額を超えた場合は、当該法人等は失格とする。　

(6) 市への提出書類は、返却しない。

(7) 提出書類は、大村市児童家庭相談管理システム導入業務委託に係る受託候補者の特定においてのみ使用し、原則として他の目的には使用しない。なお、提出書類を公表その他の目的に使用する場合は、あらかじめ提案者の承諾を得るものとする。

(8) 参加表明書の提出後に本プロポーザルへの参加を辞退する場合は、提案書等の提出の期限までに参加辞退届（様式第８号）を発注課に持参又は郵送により提出すること。　ただし、持参の場合は日曜日、土曜日及び祝日を除く日の午前９時から午後５時までに持参し、郵送の場合は提案書等の提出の期限までに必着すること。

(9) 提出期間後における参加表明書、提案書等の差替え及び再提出は認めない。また、参加表明書、提案書等に記載した配置予定の技術者は、死亡、退職その他の市長が認める場合を除き変更することができない。

１８　公募型プロポーザルのスケジュール

	①手続開始の公告・実施要領の交付
	令和５年９月２５日（月）

	②参加表明書の提出期限
	令和５年１０月１０日（火）午後５時まで

	③参加資格者確認通知書の発送
	令和５年１０月１２日（木）

	④実施要領に関する質問期限
	令和５年１０月２０日（金）午後５時まで

	⑤実施要領に関する回答期限
	令和５年１０月２４日（火）午後５時まで

	⑥提案書の提出期限
	令和５年１０月３０日（月）午後５時まで

	⑦審査の実施
	令和５年１１月８日（水）

	⑧審査結果の通知及び公表予定日
	令和５年１１月２４日（金）

	⑨契約締結予定日
	令和５年１２月１３日（水）


1

